







































うと、改選数 1 名の「一人区」が 32 選挙区と増えた一方で、改選数 2 名














のされ方が異なり得る (松田 2011, 235)。選挙サイクルなども選挙制度の
要素に含まれるが (建林・曽我・待鳥 2008)、上述の「M+1 ルール」は
選挙制度の内、選挙区定数の側面に注目した議論である。
では、「M+1 ルール」の「観察可能な含意」とは何か (King, Keohane















い。白鳥 (2011, 60) は「有効政党数」の考え方を「有効候補者数」に拡
張するに際して、日本における政党の凝集性の低さを指摘する。確かに、
自民党に限らず、一つの政党が同じ選挙区に複数の候補者を擁立する場合、
彼らは異なる党内勢力 (派閥) をバックとする。それを受けて、2010 年






鈴木 (1999, 48) は有効政党数を示す指数 (ラクソ=タゲペラ指数) につ
いて、「有効候補者数を測定するためにも利用できる」と条件を緩和する。
確かに、Reed (1990, 344) も中選挙区制時代の衆議院議員総選挙の分析
に際して、候補者の所属政党の得票ではなく、候補者自身の得票に注目し
ている。本稿でも、政党内の派閥・グループの存在に特に言及せずに技術







東京都選挙区では、2016 年から改選数が 5 名から 6 名となった。13 年
も 16 年も法定得票数を得た候補は 9人存在した (表 1 参照)。かつ、所属
政党で見ても、自民党 2 候補、民主党系・民進党 2 候補、公明党 1 候補、
共産党 1候補、日本維新・おおさか維新 1 候補、その他・無所属 2 候補と
候補者間の対立構造に大きな変化はなかった。そうした点で他の要因を制
御しながら定数の変化の影響を同定することができると考える。
2016 年の選挙結果は表 1 の通りである。まず SF率であるが、東京都選
挙区では予測される通り投票行動が変化した跡が見られる。13 年では、
SF 率 (7位候補の 6位候補に対する得票比率) は 0.748 であった。実数で
見ても、6位 (次点) と 7位 (次々点) の差 (約 14万票) が、7位と 8位
の差 (約 9万票) より大きかった。しかしながら、16 年になると 7位候
補の 6位候補に対する比率 (かつての SF 率) が 0.924 と上昇する一方で、
新たな SF 率 (8位候補の 7位候補に対する得票比率) が 0.661 となって
いる。また実際の得票を見ても、6位 (最下位当選) と 7位 (次点) の差
が約 4万票であるのに対して、7位 (次点) と 8位 (次々点) の差が 15
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表 1 東京都選挙区の選挙結果 (法定得票数に達した候補者のみ)
2013 年参院選 2016 年参院選
氏名 得票 党派・新旧 氏名 得票 党派・新旧
当 丸川珠代 1,064,660 自・現 当 蓮舫 1,123,145 民・現
当 山口那津男 797,811 公・現 当 中川雅治 884,823 自・現
当 吉良佳子 703,901 共・新 当 竹谷とし子 770,535 公・現
当 山本太郎 666,684 無・新 当 山添拓 665,835 共・新
当 武見敬三 612,388 自・現 当 朝日健太郎 644,799 自・新
鈴木寛 552,714 民・現 当 小川敏夫 508,131 民・現
小倉淳 413,637 維・新 田中康夫 469,314 お維・元
桐島ローランド 320,287 み・新 横粂勝仁 310,133 無・新


















2 の通りである。有効候補者数は 4.54 から 5.50 に拡大したが、これは
「M+1 ルール」の想定するところである。SF 率も 0.973 (13 年の 5位候
補の得票÷4位候補の得票) から 0.721 (16 年の 6位候補の得票÷5位候
補の得票) に減少しており、M+2番目の候補者から支持が離れた証拠の
様に思える。しかしながら、2013 年選挙では非自民票が拡散した特殊な




2013 年参院選 2016 年参院選
氏名 得票 党派・新旧 氏名 得票 党派・新旧
当 酒井庸行 1,056,145 自・新 当 藤川政人 961,095 自・現
当 大塚耕平 741,598 民・現 当 斎藤嘉隆 575,119 民・現
当 薬師寺道代 347,411 み・新 当 里見隆治 531,488 公・新
本村伸子 271,278 共・新 当 伊藤孝恵 519,510 民・新
近藤浩 263,918 維・新 須山初美 302,489 共・新
宇田幸生 152,038 諸派・新 奥田香代 218,171 諸派・新
平山誠 62,985 みど・現 平山良平 64,781 社・新
伊藤善規 47,104 社・新 井桁亮 59,651 こ・新




























( 1 ) この 2 選挙区の増員と、3 つの「二人区」の増員、3 つの「二人区」の減





( 2 ) 次々点 (the Second loser) の次点 (the First loser) に対する得票比率な
ので頭の Sと Fをとって SF 率と呼ばれている。
( 3 ) 36カ国の民主主義体制を分析した Lijphart (1999, 73) は、政党システム
の同定に際して、派閥がある政党 (例えば、自民党) の場合の政党数の考え
方を 1.5 としている。









挙では分け合いが続いてきた。2004 年では選挙区選出の 73 議席の内、実
に 30 議席もが「指定席」から選ばれていた。
しかし、2013 年まで「二人区」であった 10 選挙区の内 3 つは「一人
区」に、3つは「三人区」になり、2016 年選挙では 4選挙区にまで減少し
た。1998 年選挙の 18 選挙区の四分の一以下にまで減ったことになる。
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表 3 2001 年以降の参議院選挙における「二人区」の議席獲得状況
選挙年 2001 年 * 04 年 ** 07 年 *** 10 年 13 年 16 年
自民党独占 1
自民=民主・民進 13 15 12 12 7 4
自民=その他 1 3













ここで 2013 年選挙における 10 の「二人区」について、有効候補者数に
注目しよう (表 4 参照)。2016 年の改選定数が減少したか、増加したか、
そのままであったかに関わらず、どのグループも 3.58〜3.77 と 10 選挙区
全体の単純平均である 3.64 と大きく変わらない。
それが 2016 年選挙ではグループで大きく変化が見られることとなった。
2016 年に「一人区」となった 3選挙区では、野党共闘の影響から、ほぼ 2
まで有効候補者数が減少している。新たな「三人区」では、有効候補者数





















表 4 2013 年参院選での「二人区」における有効候補者数の変遷
選挙区 2013 年参院選 2016 年参院選 増減
減員区
宮城県 3.19 2.07 −1.12
新潟県 3.82 2.09 −1.73
長野県 3.72 2.07 −1.66
(3 県平均) (3.58) (2.08)
維持区
茨城県 3.31 2.98 −0.32
静岡県 3.46 2.67 −0.79
京都府 4.08 2.97 −1.12
広島県 3.47 3.06 −0.41
(4 府県平均) (3.58) (2.92)
増員区
北海道 4.03 5.11 1.07
兵庫県 4.02 4.87 0.85
福岡県 3.25 4.23 0.97





氏名 得票 年齢 党派 推薦 新旧 当選回数
当 桜井充 510,450 60 民 共社生 現 4
熊谷大 469,268 41 自 公こ 現 1











































月 3日に、宮城県議選が 10月 25日に投開票された。市議選の方は、候補


































































氏名 得票 年齢 党派 推薦 新旧 当選回数
当 二之湯智 422,416 71 自 公 現 3
当 福山哲郎 389,707 54 民 社 現 4
大河原寿貴 211,663 39 共 新












2015 年の統一地方選では、京都府議選で民主党が選挙前の 12 から 9 へ
減らし、共産党が 11 から 14 に増やした。京都市議選でも民主党が 13 か























































氏名 得票 年齢 党派 推薦 新旧 当選回数
当 長谷川岳 648,269 45 自 公 現 2
当 徳永エリ 559,996 54 民 現 2
当 鉢呂吉雄 491,129 68 民 新 1
柿木克弘 482,688 48 自 公 新
森英士 239,564 38 共 新
佐藤和夫 34,092 69 こ 新
中村治 29,072 63 諸派 新
飯田佳宏 26,686 43 無 新
森山佳則 21,006 49 諸派 新

























得票を見る限り、公明党は 3 位であるが、自民党 (29.8%) も民主党
(27.6%) も公明党 (12.3%) の 2倍以上の票を獲得しており、自民党と民
進党が候補者を一人に絞っていない以上、候補者を擁立しても当選の可能
性は低かったと言えよう (表 8 参照)。
他方で、当選の見込みのある新「三人区」には新たな政党の参画を見て


































表 8 2014 年 12月衆議院議員総選挙における各政党の比例ブ
ロック得票数
北海道 兵庫県 福岡県
自由民主党 ① 744,748 ① 702,468 ① 651,790
民主党 ② 688,922 301,285 ③ 314,357
維新の党 247,342 ② 538,260 268,430
公明党 ③ 307,534 ③ 320,265 ② 384,611
日本共産党 302,251 260,848 204,164
次世代の党 38,342 52,683 41,289
社会民主党 53,604 38,516 54,015
生活の党 28,959 28,575
幸福実現党 12,267 11,536 11,392
支持政党なし 104,854
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